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令和５年度指定管理者制度導入施設の管理運営業務の年度評価 評価基準表 

 

 

 

 

  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

１ 基本姿勢 

管理運営のビジョンが公共の利益の増進を

示したものであり、障害者、子ども、高齢者

等の利用に配慮したものとなっているか 

・施設の目的や豊中市多文化共生指針を理解し、さまざまな文化的背景を持ったすべての

人に対し新たな課題やニーズに対応した事業を率先して実施した。また、ボランティア

などとも事業の振り返りを行い、課題や改善の方向性を共有するなど、積極的に事業を

推進する姿勢が見られた。 

・地域で暮らす外国人が支援や交流の場につながるように、Facebookやウェブサイトによ

り多言語（11言語）での情報配信に加え、Instagramを始めるなど、様々な手法により

情報をタイムリーに届けることを心がけ、広く市民がセンターに参加できるよう工夫が

なされている。 

・施設利用料や個人情報の取り扱いなど、関係法令等を理解し、適切に処理している。 

・市内在住の外国人市民の高齢化や相談案件の多様化などの課題に対し、状況を的確に把

握し、市の関係課や他機関などと連携協力し、課題解消に向け取り組む姿勢は、高く評

価できる。 

A 

事業内容や施設提供において、様々なニーズ

に応え、広く市民がセンターに参加できるよ

うな工夫がされているか  

施設の運営管理を行う指定管理者の立場を

踏まえて、仕様書に記載した関係法令を理解

し、遵守する姿勢があるか 

管理運営業務全体を通じて、市内在住の外国

人市民の状況や市の多文化共生指針、施設の

設置目的を的確に把握し、かつ、市の施策に

協力する姿勢が見られるか 

２ 
サービス水準・ 

施設効用の発揮 
アンケート結果における利用者満足度 

 

最高評価サービス水準値；85%  確保するべきサービス水準値；60% 実績値；92.4%   

 

・利用者満足度は、施設満足度及び事業満足度ともに最高評価サービス水準値を大きく上回ってお

り、利用者への配慮や参加者目線による事業展開など高く評価できる。 

 

 

 

 

 

施  設  名 とよなか国際交流センター 

所 管 部（局）課 人権政策課 

指 定 管 理 者 公益財団法人とよなか国際交流協会 

 

様式２ 
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  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

貸室利用者数 

 

最高評価サービス水準値；62,000人確保するべきサービス水準値；40,000人実績値；37,168人  

 

・コロナ過で、オンラインによる活動などが普及した影響等により、確保すべきサービス

水準値に達していないが、さまざまな取組みにより、昨年度からは、26,788人の増とな

っており、コロナ前の水準に戻りつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸室稼働率 

 

最高評価サービス水準値；60％ 確保するべきサービス水準値；42％ 実績値；46.5％  

 

・新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受け減少していた稼働率は、法律上の位置

付けが、5 類感染症への移行されたことや市民団体の活動再開などにより、確保すべき

サービス水準値を確保できている。 

 

国際交流に関する情報の収集及び提供事業 
・地域で暮らす外国人の支援や交流の場につながるように、Facebookやウェブサイトによ

る多言語（11言語）での情報発信に加え、Instagramも情報発信を始め、様々な情報を

タイムリーに届けることや、情報から取り残される人がいないように取り組んでいる。 

・市民団体の活動支援のため、センター登録団体との情報交換を行ったほか、国際交流に

関心のある市民及び団体に対し、必要に応じサポートを行った。 

・センター及び協会の設立30周年を記念してさまざまな講演会やセミナー、シンポジウム

等を開催し、これまであまり多文化共生に関わりがなかった人からすでに深く関わって

いる人まで参加し学びが得られるような事業を実施した。 

・センター外での相談会の開催や訪問支援などアウトリーチの取り組みに加え、複合的な

支援を検討する市の多機関連携会議に参加し、外国人市民が抱える問題解消のための取

り組みを行った。 

 

・事業に参加する市民ボランティアとも意見交換を行い、課題や改善の方向性を共有し、

国際交流活動への住民の参加促進事業 

国際理解推進事業 

在住外国人に対する相談事業 

在住外国人に対する支援事業 

センター事業の実施にあたり、市民ボランテ

ィアが活動しやすい環境を整備する等、積極

的に協働する姿勢が見られるか 
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  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

関係機関（すてっぷ、人権平和センター等）、

市民団体（センター登録サークル含む）と連

携・協働して事業を行う姿勢が見受けられる

か 

得られた意見などを事業に反映させる仕組みが構築されており、市民ボランティアが活

動しやすい環境が整備できている。 

・福祉、男女共同参画、環境、市民活動、国際交流の分野に取り組む5団体で「市民活動

共同デスク」立ち上げ、中間支援組織間の連携を図っているほか、しょうないREK実行

委員会や国際交流ネットワークおおさかへの参加など地域の他団体・広域の関連団体と

の協働を進め、国際の視点に立った取組みを行っている。また、近隣中核市で構成され

るNATS会議等や国際交流協会間で情報共有を行い、積極的に関係機関と連携や協力を行

う姿勢が見受けられる。 

・施設や設備の不具合は、速やかに修繕を行い、来館者が安心安全に施設を利用できるよ

うに配慮されている。 

・多言語相談事業には専門家（臨床心理士、社会福祉士、社会保険労務士）及び多言語スタッフを

配置するなど管理運営を担うのに相応しい人員が配置されている。 

・欠員時には、速やかに職員募集を行うなど、可能な限り定数を満たすような努力がみられ、職員

の業務負担にならないような対応を行った。また、韓国・朝鮮語やネパール語スタッフの対

応曜日を増やし、研修や定期的に面談を始めるなど組織レベル及び個人レベルでの対応

力の強化に努めている。 

・経理帳簿・台帳は法令に基づき、適切に整備し、処理をされている。また、毎月の税理士法人の

会計監査、協会監事による監査及び公益財団法人として大阪府からも定期的な監査などチェック

機能も構築されており、適正に処理できている。 

・SNSや外国人コミュニティを通じての情報発信、他施設でのアウトリーチ事業、事業者へのアプ

ローチなどさまざまな手法で新たな利用者が増えるような努力がみられる。 

・子どもの夢応援ネットワークへ参画し、在留資格が「家族滞在」である子どもが独立行政法人日

本学生支援機構の奨学金が受けられるよう、文部科学省への働きかけを行うなど、地域では解決

しない課題についても積極的に活動を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 

 

施設や設備の保守、点検、清掃、保安、警備

等の必要な施設の維持管理を安心安全、適切

に行う能力等を有しているか  

利用者等にサービスを提供する上で、施設、

設備による事故防止のための安全管理が徹

底されているか  

安定して確

実に日常業

務を遂行す

る能力等を

有している

か 

使用許可のサービスを公平公

正に行う能力を有しているか 

 

当該施設の管理運営を担うの

に相応しい人員が配置されて

いるか、知識や経験、資格等

を有する職員がいるか 

業務改善・業務指導や欠員時

に関する方針や計画が示され

ているか 

経理帳簿・台帳等を整備し、

法令や会計処理の基準に基づ

き、事務を適正・正確に処理

することができるか 

新たな利用者が増えるような取り組みがあ

るか 

指定管理事業とは違った手法で、多文化共生

指針に沿った創意工夫のある自主事業を展

開しているか  
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  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

３ 財務健全性 

貸借対照表は健全か 
・固定比率が94.2%となっており、100％を下回っているため、長期的な経営の安全性が示

されている。 

・流動比率231.2％となっており、100％を上回っているため、返済を要する負債に対する

支払い能力が非常に高いといえる。 

・今後も、事業運営をより正確に見通した収支計画を策定することで、財務安全性が引き

続き、高い状態であることが期待できる。 

 

 

A 

 

損益計算書は健全か 

資金保有（期末残高）は健全か 

（当該事業の）収支状況・収支計画は適切か 

４ 市民満足度への配慮 

利用者アンケート・市民の声等の状況は良好

か 

・アンケート結果は概ね良好であり、市民からの意見等に対し、積極的に改善を行ってい

る。 

・利用者の要望から市民の要望を受け、CCスペースの貸室化をスタートするなど適切に処

理できている 

・センター及び協会の設立30周年を記念してさまざまな講演会やセミナー、シンポジウム

等を開催し、これまであまり多文化共生に関わりがなかった人からすでに深く関わって

いる人まで参加し学びが得られるような事業を実施した。 

・多文化共生のネットワーク会議を設置し、地域で活動する市民団体や外国人当事者との

意見交換を行い、施策に反映できるようなしくみを構築している。 

 

A 

利用者の苦情や要望、意見等への対応は適切

に処理できているか 

センター来館者だけでなく、地域の市民（豊

中市民）との良好な関係を構築や地域社会と

の協働ができているか 

５ 従業者への配慮 

労働関係法令を遵守しているか ・就労規則の改定や労働関係法令の改正時には社会保険労務士から助言をもらい対応する

など、労働関係法令遵守の体制が整備できている 

・定期的に面談を行い、個々の職員応じて、研修の実施や外部研修への参加を促すなど、

研修計画に基づき、人材育成に取り組んでいる。また、職場全体で事業の方向性などを

検討する機会を設け、ボトムアップの職場づくりを進めている 

・相談対応職員を対象に、外部専門家によるスーパーバイズを実施している。 

・職員が安定的な労働につながるよう、育児休暇と介護休暇の拡充を行うなど、従業員へ

の配慮ができている。 

A 

指定管理業務を適正に実施するために従事

者が必要とする能力・資質を習得する人材育

成に関する方針・計画を有し、それに基づき、

指導・研修等が実施できているか。  

利用者への接遇に対する考え方、実践や改善

方法が確立しており、利用者への適切な対応

が行えているか  
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  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

勤務時間、休暇制度等が法令に適合するとと

もに、従業員の健康や仕事と生活の調和に配

慮したものになっており、従業員が働きがい

を持ち業務ができるように取り組んでいる

か  

・ハラスメント研修や職員向けの相談窓口の設置ほか、新たにパワハラ防止10ケ条を定め

たほか、主任以上の職員を対象としたアンガーマネージメント研修を行うなど労務管理

の整備に努めている。 

 

従業員（第三者委託先の従事者含む）が業務

を行う際の労働安全衛生が徹底されている

か。  

６ 個人情報保護体制 

情報管理・個人情報の保護の重要性について

理解し、個人情報の漏えい、不正利用を防止

する体制が整っているか  

・市の個人情報保護条例、財団の就業規則や基本協定書等に基づき、個人情報保護の体制

が整えられ、運営が行われている。 B 

７ 危機管理体制 

火災・地震等、緊急時の対応や安全管理の方

針は適切か 

・市との基本協定書等に基づいて、防犯・防災・事故・火災時の危機管理体制を整備して

いる。 

・自衛消防組織の結成や、エトレ豊中ビルの合同防災訓練に参加するなど、職員の防災意

識の向上に取り組んでいる。 

・施設の構造上死角が多いが、設置しているモニターカメラの映像の確認や施設の巡回を

職員が随時行う体制となっており、職員全体が安全管理の視点を持っている。 

・災害時の多言語での情報発信について、災害発生時に速やかに対応できるように定型文

を準備するなど、他市の視察を行い、調査・研究を行っている。 

・コロナ禍を契機に災害時の多言語での情報発信や翻訳作業は、4 つの遠方の国際交流協

会と連携・協力できるしくみを確立した。 

B 

施設の安全をおびやかす侵入者等への対応

方針は適切か  

危機管理体制に関する従業員の教育、訓練の

実施計画はあるか 

８ 市との情報共有 
市との情報共有を行うための十分な連絡体

制や報告方法があるか 

・毎月開催するモニタリング及び連絡調整会議のほか、適切な機会を捉え、懸案事項につ

いて速やかに市に報告・相談し、対応している。 

・休日や夜間なども市との緊急連絡体制がとれている。 

A 
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  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

 総合評価 Ａ 

豊中市多文化共生指針を十分理解し、現状や課題の把握・分析を行い、新たな課題やニ

ーズに対応すべく、協会の持つ知識や経験、ネットワークを活用しながら、課題解消に向

け率先して取り組む姿勢がみられる。 

また、増加傾向にある外国人市民が抱える課題は多様化しており、福祉分野をはじめ、

さまざまな分野の団体や関係機関及び府や国などとも連携・協力を行いながら、分野横断

的に社会課題に対し積極的に取り組んでいる。センターを国際交流の拠点としつつ、地域

に出向き、学校機関や市民団体等と協働で事業実施するなど、多くの市民に国際交流や多

文化共生について、学ぶ機会やきっかけを提供し、本市が進める多文化共生のまちづくり

の推進に尽力している点を高く評価する。 

  

A 

 

（評価の基準） 

  

Ａ；優れた管理運営状況である 

Ｂ；問題のない管理運営状況である 

Ｃ；改善を要する管理運営状況である 


